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【手続補正書】
【提出日】平成27年11月24日(2015.11.24)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　携帯可能な端末装置の現在位置を示す位置情報を、複数の前記端末装置から通信回線を
介して取得する取得手段と、
　各前記取得した位置情報に基づいて、地域又は施設の少なくともいずれか一方内におけ
る前記端末装置の数を、当該地域又は施設の少なくともいずれか一方毎に算出する算出手
段と、
　前記算出された数に対して、当該算出された数に対応する前記地域又は施設の少なくと
もいずれか一方に対応して予め設定された係数を乗算することにより、当該地域又は施設
の少なくともいずれか一方毎の混雑度を算出し、当該算出された混雑度を示す混雑度情報
を生成する生成手段と、
　前記生成された混雑度情報を、前記通信回線を介して提供する提供手段と、
を備えることを特徴とする情報提供装置。　　
【請求項２】
請求項１に記載の情報提供装置において、　前記生成手段は、前記算出された数に対して
前記係数を乗算して得られた乗算結果を、前記算出された数に対応する前記地域又は施設
の少なくともいずれか一方の広さで除した値を、当該地域又は施設の少なくともいずれか
一方の前記混雑度とすることを特徴とする情報提供装置。　　
【請求項３】
請求項１又は請求項２に記載の情報提供装置において、　前記地域又は施設の少なくとも
いずれか一方毎の前記係数を記憶した係数テーブルを記憶する記憶手段を更に備えること
を特徴とする情報提供装置。　　
【請求項４】
請求項１から請求項３のいずれか一項に記載の情報提供装置において、　前記係数は、前
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記位置情報の取得が可能な前記端末装置の数と、前記位置情報の取得が不可能な端末装置
の数と、に基づいて設定されていることを特徴とする情報提供装置。　　
【請求項５】
請求項１から請求項４のいずれか一項に記載の情報提供装置において、　前記係数は、前
記位置情報の取得が不可能な端末装置がより多く存在していると推測される前記地域又は
施設の少なくともいずれか一方或いは時間帯ほど、大きい値が設定されていることを特徴
とする情報提供装置。　　
【請求項６】
請求項１から請求項５のいずれか一項に記載の情報提供装置において、　前記提供手段は
、前記位置情報を取得することが不可能な端末装置に対して、前記通信回線を介して前記
混雑度情報を提供することを特徴とする情報提供装置。　　
【請求項７】
請求項１から請求項６のいずれか一項に記載の情報提供装置において、　前記取得手段は
、前記位置情報以外の前記端末装置に係る個人情報の取得を禁止することを特徴とする情
報提供装置。　　
【請求項８】
請求項１から請求項７のいずれか一項に記載の情報提供装置において、　前記提供手段は
、予め設定された地域又は施設についての前記混雑度情報を、当該混雑度情報の提供先に
おいて認識不可能とすることを特徴とする情報提供装置。　　
【請求項９】
請求項８に記載の情報提供装置において、　前記提供手段は、前記予め設定された地域又
は施設についての前記混雑度を前記提供先において隠蔽させるように前記混雑度情報を当
該提供先に提供することを特徴とする情報提供装置。　　
【請求項１０】
請求項８に記載の情報提供装置において、　前記提供手段は、前記予め設定された地域又
は施設についての前記混雑度情報の提供を禁止することを特徴とする情報提供装置。　　
【請求項１１】
地域又は施設の少なくともいずれか一方内における携帯可能な端末装置の数に対して、当
該地域又は施設の少なくともいずれか一方に対応して予め設定された係数を乗算して得ら
れた混雑度であって、当該地域又は施設の少なくともいずれか一方毎の混雑度を示す混雑
度情報を、通信回線を介して取得する取得手段と、　前記取得された混雑度情報に基づい
て、前記地域又は施設の少なくともいずれか一方毎に、前記混雑度に応じた異なる態様に
より当該混雑度を表示する表示手段と、　を備えることを特徴とする携帯可能な端末装置
。　　
【請求項１２】
請求項１１に記載の端末装置において、　前記地域又は施設の少なくともいずれか一方に
対応する前記混雑度は、当該地域又は施設の少なくともいずれか一方に対応した前記数に
対して当該地域又は施設の少なくともいずれか一方に対応した前記係数を乗算して得られ
た乗算結果を、当該地域又は施設の少なくともいずれか一方の広さで除した値であること
を特徴とする端末装置。　　
【請求項１３】
請求項１１又は請求項１２に記載の端末装置において、前記表示手段は、予め設定された
地域又は施設についての前記混雑度を認識不可能とすることを特徴とする端末装置。　　
【請求項１４】
請求項１３に記載の端末装置において、　前記表示手段は、前記予め設定された地域又は
施設についての前記混雑度を隠蔽するように表示することを特徴とする端末装置。　　
【請求項１５】
請求項１３に記載の端末装置において、　前記表示手段は、前記予め設定された地域又は
施設についての前記混雑度の表示を禁止することを特徴とする端末装置。　　
【請求項１６】
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複数の携帯可能な端末装置と通信回線を介して接続可能な情報提供装置において実行され
る情報提供方法において、　各前記端末装置の現在位置を示す位置情報を、各前記端末装
置から通信回線を介して取得する取得工程と、　各前記取得した位置情報に基づいて、地
域又は施設の少なくともいずれか一方内における前記端末装置の数を、当該地域又は施設
の少なくともいずれか一方毎に算出する算出工程と、　前記算出された数に対して、当該
算出された数に対応する前記地域又は施設の少なくともいずれか一方に対応して予め設定
された係数を乗算することにより、当該地域又は施設の少なくともいずれか一方毎の混雑
度を算出し、当該算出された混雑度を示す混雑度情報を生成する生成工程と、　前記生成
された混雑度情報を、前記通信回線を介して提供する提供工程と、　を含むことを特徴と
する情報提供方法。　　
【請求項１７】
携帯可能で且つ表示手段を備える端末装置において実行される情報処理方法において、　
地域又は施設の少なくともいずれか一方内における前記端末装置の数に対して、当該地域
又は施設の少なくともいずれか一方に対応して予め設定された係数を乗算して得られた混
雑度であって、当該地域又は施設の少なくともいずれか一方毎の混雑度を示す混雑度情報
を取得する取得工程と、　前記取得された混雑度情報に基づいて、前記地域又は施設の少
なくともいずれか一方毎に、前記混雑度に応じた異なる態様により当該混雑度を前記表示
手段に表示する表示工程と、　を含むことを特徴とする情報処理方法。　　
【請求項１８】
コンピュータを、請求項１から請求項１０のいずれか一項に記載の情報提供装置として機
能させることを特徴とする情報提供用プログラム。　　
【請求項１９】
コンピュータを、請求項１１から請求項１５のいずれか一項に記載の端末装置として機能
させることを特徴とする端末装置用プログラム。 
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００８
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０００８】
上記の課題を解決するために、請求項１１に記載の発明は、地域又は施設の少なくともい
ずれか一方内における携帯可能な端末装置の数に対して、当該地域又は施設の少なくとも
いずれか一方に対応して予め設定された係数を乗算して得られた混雑度であって、当該地
域又は施設の少なくともいずれか一方毎の混雑度を示す混雑度情報を、通信回線を介して
取得する取得手段と、前記取得された混雑度情報に基づいて、前記地域又は施設の少なく
ともいずれか一方毎に、前記混雑度に応じた異なる態様により当該混雑度を表示する表示
手段と、を備える。 
【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００９
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０００９】
上記の課題を解決するために、請求項１６に記載の発明は、複数の携帯可能な端末装置と
通信回線を介して接続可能な情報提供装置において実行される情報提供方法において、各
前記端末装置の現在位置を示す位置情報を、各前記端末装置から通信回線を介して取得す
る取得工程と、各前記取得した位置情報に基づいて、地域又は施設の少なくともいずれか
一方内における前記端末装置の数を、当該地域又は施設の少なくともいずれか一方毎に算
出する算出工程と、前記算出された数に対して、当該算出された数に対応する前記地域又
は施設の少なくともいずれか一方に対応して予め設定された係数を乗算することにより、
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当該地域又は施設の少なくともいずれか一方毎の混雑度を算出し、当該算出された混雑度
を示す混雑度情報を生成する生成工程と、前記生成された混雑度情報を、前記通信回線を
介して提供する提供工程と、を含む。 
【手続補正４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１０
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１０】
上記の課題を解決するために、請求項１７に記載の発明は、携帯可能で且つ表示手段を備
える端末装置において実行される情報処理方法において、地域又は施設の少なくともいず
れか一方内における前記端末装置の数に対して、当該地域又は施設の少なくともいずれか
一方に対応して予め設定された係数を乗算して得られた混雑度であって、当該地域又は施
設の少なくともいずれか一方毎の混雑度を示す混雑度情報を取得する取得工程と、前記取
得された混雑度情報に基づいて、前記地域又は施設の少なくともいずれか一方毎に、前記
混雑度に応じた異なる態様により当該混雑度を前記表示手段に表示する表示工程と、を含
む。 
【手続補正５】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１１
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１１】
上記の課題を解決するために、請求項１８に記載の発明は、コンピュータを、請求項１か
ら請求項１０のいずれか一項に記載の情報提供装置として機能させる。 
【手続補正６】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１２
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１２】
上記の課題を解決するために、請求項１９に記載の発明は、コンピュータを、請求項１１
から請求項１５のいずれか一項に記載の端末装置として機能させる。 
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